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１ 集配体制の考え方（案）

必要とする倉庫面積（必要倉庫面積）

確保可能な倉庫面積（拠点倉庫面積）

シミュレーション
○東京湾北部地震は4日、10日、30日後を
○三浦半島断層群による地震は4日後を実施
○元禄地震規模の地震は確保可能な倉庫面積
を概算し、支援ルートを主体に検証

支援要領のルール化
○最も近いゾーンが支援
○60ｋｍを超える輸送の場合は間接支援

避難者数×必要量/保管スペース原単位

要支援地域外営業倉庫の9％（平素の空スペース）

シミュレーションの分析

発災から３日間は、備蓄物資と協定締結済の民間企業等からの調達物資で賄うことと
しているため、本ネットワークにおいては、発災後４日目以降の県外等からの救援物資
を受入れ、供給するための各ゾーンの保管倉庫の必要面積、使用可能面積、さらには
他被災地区への支援可能面積を検討する。

Ⅱ 民間物流倉庫を主体とする救援物資の集配体制（案） 

２ 課題と対策（案）

課題

民間物流倉庫を主体とする物流体制の不確実性
○必要な倉庫面積の確保
日々の入・出荷状況により変動

○体制確立までの期間
倉庫機能の回復、倉庫空スペースの確保の期間等

物流倉庫の偏在と空白地域
○湾岸地域への集中→液状化による倉庫面積の大幅減少
○県南部が空白

県の広域物資拠点と市町村物資拠点との関係
○近い場合、荷役の重複と車両運用の非効率

県有施設によるバックアップ
○幕張メッセ、消防学校を指定
○最後の手段として県立公園等を指定
○備蓄倉庫の活用

市町村との連携
○市町村物資拠点への直送
事前指定と迅速な受け入れ体制の整備

○広域物資拠点の共同運営
○千葉市による広域物資拠点の運営

県南部地域への対応
○道路ネットワークの構成
○ヘリによる空輸→ヘリポートの指定
○農業用倉庫、備蓄倉庫等の活用

自助・共助の取り組みの推進

対策（案）


